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 小規模多機能ホーム哲ちゃん家 重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

当事業所はご契約者様に対して指定小規模多機能型居宅介護サービス、又は指定介護予

防小規模多機能型居宅介護サービスを提供いたします。事業所の概要や提供されるサービ

スの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明いたします。 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」又は「要介護」と

認定された方が対象となります。但し、要介護認定をまだ受けていない方でもサ

ービスの利用は可能です。 
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１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 恵仁会 

（２）法人所在地     鹿児島県鹿屋市下祓川町１８００番地 

（３）電話番号       ０９９４－４３－２５４６ 

（４）ファックス番号   ０９９４－４３－２９３７ 

（５）代表者氏名     理事長 池田 志保子 

（６）設立年月       昭和４４年１月１４日 

（７）ホームページアドレス   http://www.kanoya-choujuen.jp 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類      指定小規模多機能型居宅介護事業所 

             指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所 

平成３１年５月１日指定 鹿屋市４６９０３０００３５号 

（２）事業所の目的      小規模多機能ホーム哲ちゃん家は、ご契約者様に家庭的な

環境と地域住民との交流の下で、入浴、排泄、食事等の介護

その他の日常生活上の世話及び機能訓練を提供することによ

り、ご契約者様がご自宅及び事業所において自立した日常生

活を営むことができるようにすることを目的とします。 

（３）当事業所の運営方針   小規模多機能ホーム哲ちゃん家は、通いを中心として、ご

契約者様の様態や希望に応じて、随時訪問や宿泊を組み合わ

せ、サービスを提供することにより、ご契約者様の居宅にお

ける生活の継続を支援するよう努めます。 

               事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援セン

ター、地域の保健・医療・福祉サービスの提供主体と綿密な

連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。 

（４）事業所の名称      小規模多機能ホーム哲ちゃん家 

（５）事業所の所在地    鹿児島県鹿屋市上祓川町８４６９番地１ 

（６）電話番号          ０９９４－４３―６５１５ 

              （FAX ０９９４－４１－６６６１） 

（７）管理者氏名         下田 誠 

（８）登録定員             ２９人（通いサービス定員１８人、宿泊サービス定員９人） 

             ※緊急時の短期利用について、この限りではありません。 

（９）居室等の概要         当事業所では、以下の宿泊スペース・設備をご用意してい

ます。宿泊サービスの際に利用される宿泊スペースは原則お

一人様でのご利用となります。 

 

 

 

 

http://www.kanoya-choujuen.jp/
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宿泊・設備の種類 備考 

宿泊室 ９室 

共用スペース及び 

食堂 
８３.２１㎡ 

トイレ ３か所 

浴室 個浴 

消防設備 
自動火災報知設備・スプリンクラー・消火器・煙感知

器・熱感知器・誘導灯及び誘導標識の設置 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域  鹿屋市（鹿屋中校区.高隅中校区） 

※上記以外の地域の方は管理者にご相談ください。  

（２）営業日及び営業時間 

営業日 ３６５日 

通いサービス 午前８時３０分～午後５時３０分 

訪問サービス ２４時間 

宿泊サービス 午後５時３０分～午前８時３０分 

  ※緊急時並びに必要時において柔軟に通い、訪問及び宿泊サービスを提供します。 

 

４．職員の配置状況 

当事業所では、ご契約者様に対して指定小規模多機能型居宅介護サービス及び指定介

護予防小規模多機能居宅介護サービス（以下、「小規模多機能型居宅介護サービス」とす

る。）を提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

従業者の職種 配置数 職務の内容 

１．管理者 １人 事業内容調整 

２．介護支援専門員 １人 サービスの調整・相談業務 

３．介護職員 

(通いサービス) 
６名以上 

日常生活の介護・相談業務 

４．介護職員 

(訪問サービス) 
２人以上 

直接、居宅に訪問し必要な支援

を行う 

５．介護職員 

(宿泊サービス) 

宿泊がある場合に限り 

夜勤 1名で対応 

 

宿泊利用者の介護・相談業務 

※宿泊の無い場合は、宿直者 

自宅にて電話待機。 

６．介護職員 

（宿直サービス） 

１８：３０～翌朝８：３０まで 

宿直者 1名自宅待機し対応 

夕方より夜間帯の居宅での相談

業務・緊急時の対応 
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５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

  当事業所では、ご契約者様に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、以下の２つの場合があります。 

（１）利用料金が介護給付、又は予防給付される場合 

（介護保険、介護予防の給付対象となるサービス） 

（２）利用料金の全額をご契約者様にご負担いただく場合 

（介護保険、介護予防の給付対象とならないサービス） 

（１）介護保険給付、又は予防給付の対象となるサービス 

 以下のサービスについては、介護保険被保険者証及び介護保険負担割合証に則り、

ご契約者様の負担割合に応じた自己負担分の金額をお支払いいただきます。ア～ウの

サービスを具体的にそれぞれどのような頻度、内容で行うかについては、ご契約者様

と協議の上、小規模多機能型居宅介護計画、又は介護予防小規模多機能型居宅介護計

画（以下「小規模多機能型居宅介護計画」）に定めます（（６）参照）。 

<サービスの概要> 

ア 通いサービス 

   事業所のサービス拠点において、食事や入浴、排せつ等の日常生活上の世話や機

能訓練を提供します。 

①食事 

・食事の提供及び食事の介助をします。 

・調理場でご契約者様が調理することができます。 

・食事サービスのご利用は任意です。 

②入浴 

・入浴または清拭を行います。 

・衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身の介助を行います。 

・入浴サービスの利用は任意です。 

   ③排せつ 

・ご契約者様の状態に応じて適切な排せつの介助を行うとともに、排せつの自立に

ついても適切な援助を行います。 

   ④機能訓練 

・ご契約者様の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の低下を防止するよう努め

ます。 

   ⑤健康チェック 

    ・血圧測定等利用者の全身状態の把握を行います。 

   ⑥送迎サービス 

    ・ご契約者様の希望により、ご自宅と事業所間の送迎サービスを行います。 

イ 訪問サービス 

・ご契約者様の自宅にお伺いし、食事や入浴、排せつ等の日常生活上の世話や機能

訓練を提供します。 

・訪問サービス実施のための必要な備品等（水道・ガス、電気を含む）は無償で使
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用させていただきます。 

・訪問サービスの提供にあたって、次に該当する行為はいたしません。 

① 医療行為 

② ご契約者様もしくはそのご家族等からの金銭または高価な物品の授受 

③ 飲酒及びご契約者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

④ ご契約者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

⑤ その他契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

  ウ 宿泊サービス 

    ・事業所に宿泊していただき、食事、入浴、排せつ等の日常生活上のお世話や機能

訓練を提供します。 

 

<サービス利用料金> 

 ※具体的なサービス利用料金については、ご利用料金表とあわせてご確認ください。 

なお、（）内のカタカナは、ご利用料金表の記載に対応しています。 

 ※文中の★印は、介護予防小規模多機能型居宅介護費（介護予防給付対象者の方）も

対象の内容です。 

1⃣ 小規模多機能型居宅介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費★ 

（イ）小規模多機能型居宅介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費★ 

通い・訪問・宿泊（介護費用分）すべてを含んだ一月単位の包括費用の額 

   単位数 要支援 1 3,450単位 要支援 2 6,972単位 

       要介護 1 10,458単位 要介護 2 15,370単位 要介護 3 22,359単位 

       要介護 4 24,677単位 要介護 5 27,209単位 （いずれも 1月あたり） 

利用料金は１か月ごとの包括費用（定額）となります。 

    料金表によって、ご契約者様の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険

給付費額又は予防給付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払いください。（サー

ビスの利用料金は、ご契約者様の要介護度に応じて異なります。） 

月ごとの包括料金ですので、契約者の体調不良や状態の変化等により小規模多機

能型居宅介護計画に定めた期日よりも利用が少なかった場合や小規模多機能型居宅

介護計画に定めた期日よりも多かった場合であっても、日割りでの割引または増額

はいたしません。 

月途中から登録した場合、又は月途中にて登録を終了した場合には、登録した期

間に応じて日割りした料金をお支払いいただきます。なお、この場合の「登録日」

及び「登録終了日」とは、以下の日を指します。 

登 録 日・・・ご契約者様が当事業所と利用契約を結んだ日ではなく、通い、

訪問、宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日 

登録終了日・・・ご契約者様と当事業所の利用契約を終了した日 

ご契約者様がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を

いったんお支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が

介護保険から払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご契約者様が保険



6  

給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付し

ます。 

ご契約者様に提供する食事及び宿泊に係る費用は別途いただきます（下記（３）

ア及びイ参照） 

介護保険給付額、又は予防給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、

ご契約者様の負担額を変更します。 

    ご契約者から支払の滞納が発生した場合には、家族（身元引受人）へ連絡させて 

頂き、利用料金のお支払いをお願いする場合がありますので、ご了承ください。 

 

（ハ）初期加算★ 

   単位数 30単位（1日あたり） 

 登録した日から起算して 30日以内の期間については、初期加算として加算分の自己

負担が必要となります。30 日を超える入院をされた後に再び利用を開始した場合も同

様です。 

  

（ニ）認知症加算（Ⅱ）（Ⅳ） 

   単位数（Ⅲ）890単位 （Ⅳ）460単位 （ともに 1月あたり） 

   日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認められる利用者へ、小

規模多機能型居宅介護を行なった場合は、1月につき加算分の自己負担が必要となりま

す。主治医意見書に基づきます。 

  

（ホ） 認知症行動・心理症状緊急対応加算★ 

   単位数 200単位（1月あたり） 

   医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊

急に（介護予防）短期利用居宅介護を利用することが適当であると判断される場合に、

7日間を限度に加算分の自己負担が必要となります。 

   

 （ヘ） 若年性認知症利用者受け入れ加算★ 

    単位数（要介護の方）800単位 （要支援の方）450単位 （ともに 1月あたり） 

若年性認知症利用者へ（介護予防）小規模多機能型居宅介護を行なった場合は、 

1月につき加算分の自己負担が必要となります。主治医意見書に基づきます。 

 

（ト） 看護職員配置加算（Ⅰ） 

   単位数 900単位（1月あたり） 

   当事業所は、職務に従事する常勤の看護師を 1名以上配置している基準の内容に 

該当し、小規模多機能型居宅介護を行なった場合は、1月につき加算分の自己負担が 

必要となります。 
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（チ） 看取り連携体制加算 

    単位数 64単位（1日あたり） 

   看取り期におけるサービス提供を行った場合の加算となります。 

   施設基準 

    イ看護師により 24時間連絡できる体制を確保している事。 

    ロ看取り期における対応方針を定め、利用開始の際に、登録者又はその家族等に 

     対して、当該対応方針の内容を説明し、同意を得ていること。 

   基準適合利用者 

    イ医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断 

した者。 

ロ看取り期における対応方針内容について、説明を受け同意した上でサービスを 

受けている者。 

 

（リ） 訪問体制強化加算 

   単位数 1000単位（1月あたり） 

   登録者の居宅における生活を継続するため、提供体制を強化した場合の加算とな 

ります。（この加算は区分支給限度基準額の算定には含まない） 

算定基準 

イ訪問サービスの提供に当たる常勤の従業者を 2名以上配置していること。 

ロ算定月において提供した延べ訪問回数が 200回以上であること。 

  

（ヌ） 総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ）★ 

   単位数 1,200単位（1月あたり） 

   サービスを行う事業所の質を継続的に管理した場合の加算となります。 

（この加算は区分支給限度基準額の算定には含まない） 

   算定基準 

   イ利用者の心身の状況又はその家族を取り巻く環境の変化に応じ、随時他職種（介 

護支援専門員、看護師、介護職員その他の関係者）が協働し、（介護予防）小規模

多機能型居宅介護計画の見直しを行っていること。 

   ロ利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域住民等との交 

流を図り、利用者の状態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参加している 

こと。また、事業所が、地域包括ケアシステムの担い手として、地域に開かれた

拠点として、地域の多様な主体とともに利用者を支える仕組み作りに参画してい

ること。 

  

 （ル） 生活機能向上連携加算（Ⅰ）★ 

    単位数 100単位（1月あたり） 

   指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は 

指定リハビリテーションを実施している医療施設の医師、理学療法士、作業療法士 
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又は言語聴覚士の助言に基づき（介護予防）小規模多機能居宅介護計画を作成し、 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護を行なったときは、初回の行われた日に属する 

月に加算分の自己負担が必要となります。  

     生活機能向上連携加算（Ⅱ）★ 

    単位数 200単位（1月あたり） 

   指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又は 

指定リハビリテーションを実施している医療施設の医師、理学療法士、作業療法士 

又は言語聴覚士が介護支援専門員と当該利用者の居宅を訪問し、心身の状況等の評価 

を協働して行い、かつ生活機能の向上を目的とした（介護予防）小規模多機能居宅 

介護計画を作成し、（介護予防）小規模多機能型居宅介護を行なったときは、初回の 

行われた日に属する月以降 3月の間に加算分の自己負担が必要となります。   

 

 （ヲ） 口腔・栄養スクリーニング加算★ 

    単位数 20単位（1月あたり） 

   （介護予防）小規模多機能居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中 6月 

ごとに利用者の口腔の健康状態と栄養状態について確認を行い、当該利用者の口腔の 

健康状態と栄養状態に関する情報を介護支援専門員に提供した場合に 1回につき加算 

分の自己負担が必要となります。  

 

（ワ） 科学的介護推進体制加算★ 

   単位数 40単位（1月あたり） 

   利用者ごとの、ADL値（日常生活動作）、栄養状態、口腔機能、認知症の状況やその 

他心身の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省に提出し、また、必要に応じて 

（介護予防）居宅サービス計画の見直しを行うなど、その情報を活用していることに 

より算定され、加算分の自己負担が必要となります。  

 

（カ） 生産性向上推進体制加算（Ⅱ）★ 

   単位数 10単位（1月あたり） 

  見守り機器等のテクノロジーの複数活用や職員間の適切な役割分担の取り組み等を 

 行っていて、1年に 1回以上、業務改善の取り組みによる効果を示すデータを提供する 

 ことによって算定され、加算分の自己負担が必要となります。 

 

（ヨ） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）★ 

   単位数 750単位（1月あたり） 

   ※（介護予防）短期利用居宅介護ご利用の場合の単位数は、25単位（1日あたり）。 

   当事業所は別に定める基準の内容に該当し、（介護予防）小規模多機能型居宅介護を 

行なった場合は、１月につき加算分の自己負担が必要となります。 

（この加算は区分支給限度基準額の算定には含まない） 
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基準の内容 

①介護従業者の個別研修計画の作成及び研修の実施 

②介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催している 

③当事業所の介護職員総数のうち、介護福祉士が 100分の 70以上配置されている 

④利用定員・人員基準に適合 

 

 （タ）※注 1 中山間地域等における小規模事業所加算★ 

    単位数（イ）または（ロ）の 10％。 

    中山間地域等において事業所の運営を行っている場合に算定されて、加算分の自

己負担が必要になります。なお、鹿屋市は中山間地域等に該当します。 

 

※注 2 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算★（ご利用料金表別紙） 

    単位数（イ）または（ロ）の 5％。 

算定基準 

    通常のサービス実施地域（鹿屋中校区.高隅中校区）を越えて、利用者に対してサ

ービス提供を行った場合の加算となります。 

 

 

（レ） 介護職員等処遇改善加算 （Ⅰロ）★ 

 

   所定の単位数（料金表参照）の 18.6％ 

    介護職員の賃金改善や職場環境の向上を通じて人材の確保や定着を図り質の高い 

    介護サービスの安定的な提供につなげる事を目標とした加算です。 

     

 

（２）介護保険給付、又は予防給付の対象となるサービスの内の短期利用 

（緊急時における短期利用や宿泊ニーズへの対応） 

1⃣ 小規模多機能型居宅介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費★ 

（ロ）短期利用居宅介護費及び介護予防短期利用居宅介護費★ 

  単位数 要支援 1 424単位 要支援 2 531単位 

       要介護 1 572単位 要介護 2 640単位 要介護 3 709単位 

要介護 4 777単位 要介護 5 843単位 （いずれも 1日あたり） 

 

   利用者の状態や家族等の事情により、居宅介護支援事業所の介護支援専門員等が 

緊急にサービスの利用が必要と認めた場合であって、事業所の宿泊室に空きがある 

場合に、短期利用（短期利用居宅介護費及び介護予防短期利用居宅介護費）が利用 

できます。 

（３）介護保険給付、又は予防給付の対象とならないサービス 

   以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者様のご負担となります。 
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<サービスの概要と利用料金>  

  ア 食事の提供（食事代） 

   ご契約者様に提供する食事に要する費用です。 

  料金 朝食：300円 昼食：500円 夕食：500円 おやつ：100円 

 ※生活保護受給者料金 

  朝食：100円 昼食：250円 夕食：300円 おやつ：50円 

  ※キャンセル料金 

  ご契約者様の都合により、通いサービス利用をキャンセルされる場合には、利用日

当日の８時３０分までにご連絡をお願いいたします。利用日当日８時３０分までに申

し出なくキャンセルされた場合（利用日当日８時３０分以降にキャンセルの申し出が

あった場合を含む）はキャンセル料として 500円をお支払い頂きます。 

  （但し、ご契約者様の急な状態悪化等（病気・気分不良）の場合や正当な理由があ

る場合においては、キャンセル料は頂きません。） 

イ 宿泊に要する費用 

ご契約者様に提供する宿泊サービスの宿泊に要する費用です。 

2,000円／泊（夕食、朝食料金含む） 

1,200円／泊（宿泊のみ） 

   ※生活保護受給者宿泊代 1,500円／泊（夕食、朝食料金含む） 

               1,100円／泊（宿泊のみ） 

 ※キャンセル料金 

    ご契約者様の都合により、宿泊サービス利用をキャンセルされる場合には、利用

日前日の 17 時 30 分までにご連絡をお願いいたします。利用日前日 17 時 30 分まで

に申し出なくキャンセルされた場合（利用日前日 17 時 30 分以降にキャンセルの申

し出があった場合を含む）はキャンセル料として 1,500円をお支払い頂きます。（但

し、ご契約者様の急な状態悪化等（病気・気分不良）の場合や正当な理由がある場

合においては、キャンセル料は頂きません。） 

   ※原則として宿泊は個室になりますが、ご利用者様のご希望又は緊急一時的にやむ

をえない場合は、ご利用者様またはご家族の同意のもと、談話室等を利用して宿泊

をする場合がございます . 

ウ おむつ代 

実費 

  エ レクリエーション、クラブ活動 

ご契約者様の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくこと

ができます。 

  利用料金：材料代等の実費をいただきます。 

経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更するこ

とがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う１か

月前までにご説明します。 
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（４）利用料金のお支払い方法 

前記（１）、（２）、（３）の料金・費用は、1 ケ月ごとに計算し翌月 15 日までに請求

書を送付します。ご請求金額をご利用月の翌月末日までにお支払いください。お支払

い方法の内の口座引き落としを選択された場合は、ご利用月の翌々月の 4 日が引き落

とし日となります（但し、土曜日曜祝祭日の場合には、翌平日）。 

（５）利用の変更、追加 

小規模多機能型居宅介護サービスは、小規模多機能型居宅介護計画に定められた内

容を基本としつつ、契約者の日々の様態、希望等を勘案し、適時適切に通いサービス、

訪問サービスまたは宿泊サービスを組み合わせて介護を提供するものです。 

利用予定日の前に、ご契約者様の都合により、小規模多機能型居宅介護サービスの

利用を中止含む変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。こ

の場合には原則としてサービスの実施日の前日までに事業者にお申し出ください。サ

ービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望す

る日時にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議

させていただきます。 

 ５．（１）の介護保険給付、又は予防給付の対象となるサービスについては、利用料

金は 1 か月ごとの包括費用（定額）のため、サービスの利用回数等を変更された場合

も 1ヶ月の利用料は変更されません。 

 

（６）小規模多機能型居宅介護計画について 

小規模多機能型居宅介護サービスは、ご契約者様お一人おひとりの人格を尊重し、

住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動

への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ

て、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより、

地域での暮らしを支援するものです。 

   事業者は、ご契約者様の状況に合わせて適切にサービスを提供するために、ご契約

者様及びご家族と協議の上で小規模多機能型居宅介護計画を定め、またそのご利用状

況を評価いたします。計画の内容及び評価結果等は書面に記載してご契約者様に説明

の上交付いたします。 

 

６．サービス提供の記録 

毎回のサービス終了時に個別記録表（処遇記録）を作成し、その完結の日から５年

間これを保管します。ご契約者様及びご家族は、事業所の営業時間内において事業所

にて個別記録表を閲覧することができます。また、ご契約者様は、ご自身に関する個

別記録表等の開示を受けることができます。 

開示を受けるためには、個人情報に関する開示請求書の提出をして頂きます。なお、

開示にあたり交付物が必要な場合は実費負担して頂きます。  
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７．契約の終了 

（１）ご契約者様は、事業者に対して１週間の予告期間をおいて、本契約を解約するこ

とができます。ただし、契約者の病変、急な入院等やむを得ない事由が生じた場合

は予告期間が１週間以内の通知でも、本契約を解約することができます。 

（２）次の事由に該当した場合は、ご契約者様は本契約を解約することができます。 

①事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合 

②事業者が守秘義務に反した場合 

③事業者がご契約者様やご家族等に対して社会通念を逸脱すると認められる行為を

行った場合 

④事業者が破産した場合 

 （３）事業者は、やむを得ない事由が生じた場合ご契約者様に対して１ヶ月の予告期間

をおいて本契約の解約に関する協議を設けることとします。 

 （４）次の事由に該当した場合は、協議をもって本契約を解約させて頂く場合がありま

す。 

①ご契約者様が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返した場合 

②ご契約者様が入院、施設等への入所等により１ヶ月をこえた場合 

③契約者及び身元引受人がサービス利用料金の支払いを３ヶ月以上遅延し、催促に

もかかわらず１０日以上これが支払われない場合  

（５）次の事由に該当した場合は、事業所は直ちに本契約解約致します。 

①ご契約者様又は、その家族が事業者やサービス従業者、他のご契約者様に対して、

本契約を継続し難い程の背信行為を行った場合 

②ご契約者様やそのご家族等が他のご利用者様や職員に対して威嚇行為や危害を加

えた場合 

・暴力又は乱暴な言動、無理な要求（物を投げつける、刃物をむける等） 

・セクシュアルハラスメント（体を触る、手を握る、性的な卑猥な言動等） 

・その他（個人の携帯番号を聞く、ストーカー行為等） 

（６）次の事由に該当した場合は、本契約は自動的に終了します。 

①ご契約者様が介護施設等に１ヶ月以上、入所等をした場合 

②ご契約者様の要介護区分が非該当となった場合 

③ご契約者様が死亡もしくは被保険者資格を喪失した場合 

 

８．運営推進会議の設置 

   当事業所では、小規模多機能型居宅介護サービスの提供にあたり、サービスの提供

状況について定期的に報告するとともに、その内容等についての評価、要望、助言を

受けるため、下記のとおり運営推進会議を設置しています。 

 

 

 

 

 

 

＜運営推進会議＞ 

構 成：利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、地域包括支援センター職員、近隣

の介護保険サービス事業所職員等 

開 催：隔月で開催。 

会議録：運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成します。記録は

事務所において閲覧できます。 
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９．苦情の受付について 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○相談・苦情解決責任者    統括本部長 林田 貴久 

○相談・苦情受付窓口担当者  管理者   下田 誠 

    ○受付時間          年中無休 ８：３０ ～ １７：３０ 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

鹿屋市役所（高齢福祉課） 

〒893-8501 

鹿児島県鹿屋市共栄町２０番１号 

電話０９９４－４３－２１１１ 

鹿児島県国民健康保険団体連合会 

〒890-0064 

鹿児島県鹿児島市鴨池新町７番４号 

電話０９９－２１３－５１２２ 

社会福祉法人鹿児島県社会福祉協議会 

〒890-8517 

鹿児島県鹿児島市鴨池新町１番７号 

電話０９９－２５７－３８５５ 

（３）第三者委員の設置 

   当事業所では、皆様からの相談・苦情に対し公正に対処するために中立的な立場の

第三者委員を設置しております。 

  

 

【第三者委員】 

宇都宮 快昭 （ 〒893-1207 肝属郡肝付町新富 191    ℡0994-65-2794 ） 

池畑  春生 （ 〒893-0026 鹿屋市祓川町 4561‐2  ℡0994-43－0315 ）  

 

１０．秘密保持 

本事業所の職員は、業務上知り得たご契約者様、又はそのご家族の秘密保持を厳守し

ます。また、職員であった者が、業務上知り得たご契約者様、又はご家族の秘密を漏ら

すことのないよう、必要な措置を講じます。 

 

１１．個人情報の保護 

サービス担当者会議において、ご契約者様の個人情報を用いる場合は、ご契約者様の

同意を、ご契約者様のご家族の個人情報を用いる場合は、ご家族の同意を、あらかじめ

文書により得ることとします。 

ご利用者様の個人情報を含むサービス計画、各種記録等については、関係法令及びガ

イドライン等に基づき個人情報の保護に努めるものとします。 

個人情報の取扱いに関するご契約者様からの苦情については、苦情処理体制に基づき

適性かつ迅速に対応するものとします。 
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１２．高齢者等虐待防止及び身体的拘束適正化について  

  事業所は、ご契約者様等の人権の擁護と身体的拘束防止を含む虐待の防止等の推進の 

ために、以下の措置を講じます。 

（１）身体的拘束適正化対策検討委員会を設置して、責任者を選定しています。 

    虐待防止に関する責任者：管理者 

（２）成年後見制度の利用等を支援します。 

（３）苦情解決体制を整備しています。 

（４）身体的拘束防止を含む虐待の防止のための指針を策定して、従業者に対する 

虐待の防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

１３．事故発生時等における対応方法 

事業者は、事故防止のために担当者を設置し、事故発生防止のための指針の整備や委

員会及び研修を定期的に実施します。契約者に対する小規模多機能型居宅介護サービス

提供により事故が発生した場合は、事故の発見者より管理者に報告し、管理者より契約

者の家族等や保険者に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、事故の状況及び事故に際して採った処置については、記録を整備します。 

１４．良質な介護サービスの効率的な提供のための取り組みについて 

   事業所は、ご契約者様等の安全、介護サービスの質の確保と、介護現場における生

産性の向上のための委員会を設置して、以下の取り組みを行います。 

  （１）見守り機器等のテクノロジーの導入による、ご契約者様等の安全の確保の 

    ための取り組み。 

（２）介護サービスの質の確保と職員の負担軽減のための取り組み。 

（３）ガイドライン等に基づいた生産性向上のための取り組み。 

（４）（１）から（３）のことについて、その効果を示すデータの提出。 

１５．損害賠償責任 

サービス提供にともなって事業者の責めに帰するべき事由により、ご契約者様に損

害を被った場合、事業者はご契約者様に対して損害を賠償するものとします。 

ご契約者様の責に帰すべき事由によって、事業者が損害を被った場合、ご契約者様

及び身元引受人は連帯して事業者に対してその損害を賠償するものとします。 

但し、事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り損害賠償責任を負いません。

とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

（１） ご契約者様が本契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項につい

て、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して

損害が発生した場合 

（２） ご契約者様がサービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対

して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して

損害が発生した場合 

（３） ご契約者様の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としな

い事由にもっぱら起因して損害が発生した場合 

（４） ご契約者様が事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行
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為にもっぱら起因して損害が発生した場合 

１６．協力医療機関、バックアップ施設（緊急時の対応） 

小規模多機能型居宅介護サービスの提供を行っているときに、利用者の病状に急変

が生じた場合等には、家族または緊急連絡先へ連絡するとともに速やかに主治の医師、

又は協力医療機関の医師に連絡を取る等必要な措置を講じます。当事業所では、各ご

契約者様の主治医との連携を基本としつつ、病状の急変等に備えて以下の医療機関を

協力医療機関として連携体制を整備しています。 

※緊急時の場合には、基本的にご契約者様のご家族の付き添いにより受診していただ

きます。状況に応じて当事業所職員も同行いたします。 

１７．非常災害時等の対応 

小規模多機能型居宅介護サービスの提供において、火災・風水害・地震等の災害に

対処するための計画を策定し、年２回以上の訓練を実施します。天災その他の災害が

発生した場合には、職員はあらかじめ定められた避難確保計画等を基に利用者様の避

難等適切な措置を講じます。管理者は、その指揮を執ります。 

また、災害や感染症等の流行等に備えるため、平時より業務継続に係る計画を整備

し、研修の実施、訓練等を行うことで必要な介護サービスが継続的に提供できる体制

を構築します。 

１８．その他の事項 

風邪、病気等の際はサービスの提供をお断りすることがあります。当日の健康状態

の確認等で、体調が悪い場合には、サービス内容の変更またはサービスの中止をする

ことがあります。 

 

１９．サービス利用にあたっての留意事項 

 ○サービス利用の際には、介護保険被保険者証を提示してください。 

○サービス提供前に健康チェックを行い、結果によっては、入浴サービス等を中止する

場合があります。 

○他の利用者の迷惑になる行為（喫煙、飲酒など）はご遠慮ください。 

○事業所内の設備や器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反したご利用に

より破損等が生じた場合、弁償していただく場合があります。 

 ○所持金品は、自己の責任で管理してください。 

 ○事業所内で、他のご契約者様に対する執拗な宗教活動及び政治活動等はご遠慮くださ

い。 

 

 

附則 

＜協力医療機関・施設＞ 

池田病院              住   所 鹿屋市下祓川町１８３０ 

電話番号 ０９９４－４３－３４３４       

特別養護老人ホーム鹿屋長寿園    住   所 鹿屋市下祓川町１８００ 

                  電話番号 ０９９４－４３－２５４６ 
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 この重要事項説明書は平成 31年 3月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 1年 10月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 2年 4月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 3年 4月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 4年 4月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 4年 10月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 5年 4月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 6年 4月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 6年 7月 1日より施行する。 

この重要事項説明書は令和 8年 6月 1日より施行する。 

 

 

 

 

 


